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本委員会が設置されて以降、広い視野から少子化問
題の課題項目を絞り、取り組むべき対策につい

て、調査・研究を行ってきた。その成果として、当市に
おいても、ファミリサポート事業が導入された。
　また、人口の推移や少子化対策・子育て支援の現状を
把握したのち、先進地視察研修を行った。
　独身男女の出会いの場を行政が支援する事業や仕事と
子育てを両立できるよう、行政と企業が支援する制度を
調査し、今後、本市の施策においても、十分活用できる
内容であった。調査研究を通じての課題は、若者の職場
の確保と同時に安価で、居住できる住宅整備により、若
年層の定住化も図らなければならない。併せて、出産に
よる育児休暇の確保や男性の子育ての参加等、企業に対
する意識向上や呼びかけ等の施策も必要である。誰もが
今以上に安心して子どもを生み育てることができ、本市
に住み、子育てをしてよかったと実感できる子育て支援
の充実に向けて、より一層の活動を進めなければならな
いと確信した。

議会活性化の取り組み

本委員会は、議員自らが議会改革の必要性を感じ、
地方分権に対応した真に市民の負託に応える議

会、時代に対応した議会となるべく、議員の資質向上と
議会の活性化に関する調査を目的とし、平成18年12月に
設置され、議会改革や活性化に努め、「市民に開かれた
議会づくり」に取り組んできた。
　本委員会では、委員会制・事務局体制・会派制・政務
調査費・議会運営・議員報酬・議員定数などの課題を協
議し、「費用弁償」については、一律に２千円支給から
算出根拠を明確にした支給方法に、また「議員定数」に
ついては、26人から4人削減し、22人とする条例案を提
出した。
　また、議会の委任による市長の専決事項及び議決事項
の追加についての条例案を議員提案した。
　今後、議会の情報公開、市民への説明責任や政策の決
定、監視・評価に留まらず、市民の多様な意見を反映さ
せる政策提案が求められる。あわせて議会基本条例の制
定等も視野に入れ、さらに議会の改革・活性化に取り組
んでいくことが重要である。

市内交通網の充実

基幹交通対策第2期特別委員会は前期委員会活動を踏
襲する中、更なる分野に踏み込んで2年間精力的活

動を展開し、次なる報告書をまとめた。
１．地域連携軸の確立については広域幹線道路の整備が
一定の成果を上げ機能強化される中、京都圏思考一辺倒
ではなく、阪神地域との交通アクセスの向上が本市発展
に結びつく重要施策であること。
２．山陰線複線化後は鉄道利用の促進、鉄道を活かした
まちづくりの努力が必要である。また、園部以北問題に
ついては本市の均衡ある発展を鑑み、以北複線化の要望
を強め、同時に園部で分断されている支社問題・接続ダ
イヤの利便性の向上・増便活動に鋭意努力すること。
３．高齢者対策と地域公共交通網については住民の移動
傾向分析を行う中、住民ニーズを的確に把握し、交通弱
者への移動手段の提供・住みやすい地域づくり・高齢者
の独立した日常生活の確立を図る。その為には南丹市公
共交通総合連携計画を策定し、行政と市民が協働する
中、地域に即応した利便性の高い新たな公共交通網の整
備が重要であること。

環境共生のまちづくり

委員会を通じて特に水辺の環境及び水の循環の保全、
確保を中心テーマとし、河川の汚濁状況を中心に、

周辺からの有害物質の流れ込みや有効利水に影響を及ぼ
す環境などの調査を目的に由良川水系・桂川水系の上流
から下流までのうち十数カ所を調査した。また、調査内
容は、河川の水質検査用取水箇所をはじめ水道埋設状況
調査、ダムやゴルフ場、るり渓通天湖、バイオエコロ
ジーセンター、南丹浄化センター等の各種検査資料や現
地において所管課の説明を求め調査を継続実施してき
た。本市の水質については、調査基準を満たしている
が、今後とも保全については最新の注意を払い、事業推
進をはかられたい。不法投棄など環境悪化への対応と市
民や事業者ともに、その取り組みが必要である。
　環境基本計画については数値目標設定し、市民、企
業、行政参加型を基本に推進すべきである。
　本市の森林・河川・田園・生物など豊かな自然環境を
守ることが多くの市民の願いであり自らが実行すること
である。
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